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五島市長出口太は、地方自治法第 150 条第 4 項の規定による評価を行い、同項に規定す

る報告書を次のとおり作成しました。 

 

１ 内部統制の整備及び運用に関する事項 

五島市においては、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」

（平成 31年 3月総務省公表。以下「ガイドライン」という。）に基づき、「五島市内部統

制に関する基本方針」（令和 5年 4月 1日）を策定し、当該方針に基づき財務に関する事

務に係る内部統制体制の整備及び運用を行っております。 

なお、内部統制は、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものであり、想定外の

環境の変化等もあることから、これを阻害する全てのリスクを防止し、又は当該リスクの

顕在化を適時に発見することができない可能性があります。 

 

２ 評価手続 

五島市においては、令和 6年度を評価対象期間とし、令和 7年 3月 31日を評価基準日

として、ガイドラインの「Ⅳ内部統制評価報告書の作成」に基づき、財務に関する事務に

係る内部統制の評価を実施しました。 

 

３ 評価結果 

上記評価手続のとおり、評価作業を実施した結果、評価対象期間中に支出負担行為伝票

及び調定伝票の起票遅延、支払遅延などが確認されましたが、重大な不備は確認されなか

ったことから、内部統制は評価基準日において概ね有効に整備され、評価対象期間におい

て概ね有効に運用されていると判断しました。 

 

４ 不備の是正に関する事項 

  令和 6 年度においては重大な不備は確認されなかったため、記載すべき事項はありま

せん。 

 

５ 前年度評価報告書に係る監査委員からの審査意見書への対応等 

監査委員から提出された令和５年度五島市内部統制評価報告書に係る審査意見書にお

いては、「法令等を遵守しつつ、適正に業務を執行することは地方自治法の基本であり、

市民に対する責務であることを職員一人ひとりが改めて自覚するとともに、組織として

より実効性のある取組を期待する」との意見を受けました。 

  このため、令和６年度は、令和５年度に引き続き、毎月１０日の庁内グループウェアに

て全職員への対応策実施の周知徹底、及び前月分顛末書の内容とそれに対する対応策の

記載により情報共有を図り、また、年度当初には内部統制研修（動画）の案内を行うなど、

職員全員で取り組むべきであることの意識づけを行いました。 

組織としては、引き続き、令和６年度の取組で把握した不備に係る対応策の見直し、追

加整備の検討などを継続して実施していくことで、更なるリスクの縮減・低減を図り、内

部統制の実施目的の達成を目指していきます。 

また、同意見書において「重大な不備の要件の判断基準は内部統制制度の根幹を成す重
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要な事項であることから、総合的な判断基準による運用を図られたい」及び「行政委員会

等が実施している内部統制と一体となった内部統制評価体制の整備を望む」との意見に

つきましては、今後の運用状況、他団体の取組事項などを参考に、必要な見直しについて

検討を行うこととしています。 

 

 

令和 7年 5月 29日            五島市長 出 口  太 
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 参 考 資 料  
 

 

※ 本参考資料には、市長の依頼により市長に準じて取組を実施した 

行政委員会等で把握した不備の状況も参考掲載しています。 
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五島市内部統制に関する基本方針 

 

地方自治法第１５０条第２項の規定に基づき、不適切な事務の未然防止に取り組み、市民

から信頼される行政運営を実現するため、五島市における財務に関する事務の適正な管理

及び執行の確保に関する方針を次のとおり定めます。 

 

１ 職員の基本姿勢 

五島市職員は、内部統制を適正に機能させるため、職員一人一人が、それぞれの立場で、

誠実かつ主体的に内部統制の取組を実施します。 

また、管理職員は、強いリーダーシップを発揮し、組織的なチェック体制を強化するな

ど、効果的な内部統制の取組を推進します。 

 

２ 内部統制の目的等 

(1) 業務の効率的かつ効果的な遂行 

効率的かつ効果的に業務を遂行するため、組織目的の達成を阻害する要因をリスク

として識別及び分析し、対応策を講じます。 

(2) 財務報告等の信頼性の確保 

財務に関する事務の適切な運用により、正確な情報の作成に努め、議会や市民へ提供

する財務報告等の信頼性を確保します。 

(3) 業務に関わる法令等の遵守 

法令等を遵守した適正な業務執行に努め、不適切な事務を把握した場合には、速やか

にその対応策を検討・実施し、全庁的に再発防止を図ります。 

(4) 資産の保全 

資産の取得、使用及び処分は、正当な手続及び承認の下に行い、資産を有効かつ適切

に運用するとともに、その保全を図ります。 

 

３ 内部統制の対象業務 

 財務に関する事務 

 

４ 内部統制の有効性の確保 

(1) 全庁的な内部統制の推進・評価体制の整備 

市長を最高責任者とする全庁的な内部統制の推進・評価体制を整備します。 

(2) 内部統制の透明性の確保 

毎年度、内部統制の体制及び運用状況を評価し、その結果を監査委員の審査に付すと

ともに、議会への報告と市民への公表を行い、透明性を確保します。 

(3) 内部統制の見直し 

内部統制の体制等について、評価結果や監査委員からの指摘等を踏まえ、必要な見直

しを行います。 

 

令和５年４月１日  五島市長 野口 市太郎 
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１．五島市における内部統制制度の取組概要 

(1) 内部統制とは 

内部統制とは、次の４つの目的が達成されないリスクを一定の水準以下に抑えるこ

とを確保するために、業務に組み込まれ、組織内の全ての者によって遂行されるプロセ

スをいい、その取組は次の６つの基本的要素から構成される。 

■ 内部統制の４つの目的 

 目  的 定  義 

１ 
業務の効率的か

つ効果的な遂行 

業務目的の達成に向け、効率的かつ効果的にその業務を遂行

すること。 

２ 
財務報告等の信

頼性の確保 

組織の財務報告及び非財務報告に重要な影響を及ぼす可能

性のある情報の信頼性を確保すること。 

３ 
業務に係わる法

令等の遵守 
業務に関わる法令その他の規範を遵守すること。 

４ 資産の保全 
資産の取得、使用及び処分が正当な手続及び承認の下に行わ

れるよう、資産の保全を図ること。 

■ 内部統制の６つの基本的要素 

 目  的 定  義 

１ 統制環境 

組織文化を決定し、組織内の全ての者の統制に対する意識に

影響を与えるとともに、他の基本的要素の基礎をなし、それ

ぞれに影響を及ぼす基盤 

２ 
リスクの評価と

対応 

組織目的の達成に影響を与える事象について、組織目的の達

成を阻害する要因をリスクとして識別、分析及び評価し、当

該リスクへの適切な対応を選択するプロセス 

３ 統制活動 
長の命令及び指示が適切に実行されることを確保するため

に定める方針及び手続 

４ 情報と伝達 
必要な情報が識別、把握及び処理され、組織内外及び関係者

相互に正しく伝えられることを確保すること。 

５ モニタリング 
内部統制が有効に機能していることを継続的に評価するプ

ロセス 

６ ＩⅭＴへの対応 

組織目的を達成するために予め適切な方針及び手続を定め、

それを踏まえて、業務の実施において組織の内外のＩＣＴに

対し適切に対応すること。 

 

(2) 取組の実施手順 

① 目的の達成を阻害するリスクの洗い出し 

② リスクの評価・対応策を実施すべきリスクの選定 

③ 対応策の整備・運用 

④ 中間評価・最終評価の実施 

 

 

 

 

 

- 5 -



(3) 内部統制の推進体制・評価体制 

 

推

進

体

制 

・ 市長を本部長とする五島市内部統制推進本部を中心に、全庁的に内部統制の

推進を図るべき総務企画部の職員及び各部の主管課の職員で構成する推進部会

及び推進チームで、集中的に取り組むべき対応策の設定、研修の実施など取組

を先導する。 

・ 各所属は、各所属長の責任において、リスク対応策の実施など日常的な内部

統制の取組を確実に実施する。 

評

価

体

制 

・ 各所属において、推進部会又は各所属で決定したリスク対応策を運用し、９

月（中間評価）及び２月（最終評価）に改善点等の自己評価を実施する。 

・ 各所属の自己評価結果について、評価部局の主管課となる総務課において二

次評価を実施する。 
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（参考） 内部統制の有効性評価に係る評価基準等 
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(4) 令和６年度の主な取組 

日 付 取    組 

R6. 4. 1 ・集中対応全庁リスクに係る対応策の実施及び各所属の個別リスクに係る対
応策の設定（～4/19）及び内部統制動画の受講案内 

    4.10 ・［内部統制の日］対応策実施の周知（サイボウズ掲示版） 

    5.10 ・［内部統制の日］対応策実施の周知（サイボウズ掲示版） 
    6.10  

    6.25 ・五島市監査委員へ「令和５年度五島市内部統制評価報告書」を送付 

    7. 9 ・全庁的な内部統制の評価項目に対する取組計画について（照会）（～7/31） 

    7.10 ・［内部統制の日］内部統制通信発行・対応策実施の周知（サイボウズ掲示版） 
    8. 9  

    8.28 ・五島市監査委員から同日付け「令和５年度五島市内部統制評価報告書審査
意見書」を収受 

    9.10 ・［内部統制の日］内部統制通信発行・対応策実施の周知（サイボウズ掲示版） 
・内部統制における中間評価の実施及び報告について（依頼）（～9/30） 

    9.18 ・五島市議会へ「令和５年度五島市内部統制評価報告書及び審査意見書」を
提出 

・五島市ホームページにて「令和５年度五島市内部統制評価報告書及び審査
意見書」を公表 

   10. 1 ・各所属中間評価状況の確認（～10/31） 

   10.10 ・［内部統制の日］内部統制通信発行・対応策実施の周知（サイボウズ掲示版） 

   11. 8 
  12.10 

・［内部統制の日］内部統制通信発行・対応策実施の周知（サイボウズ掲示版） 

   12.16 ・五島市内部統制推進チーム会議［第１回］ 

協
議 

１．会計課顛末書、監査の指摘事項等の状況について 
２．リスク一覧・標準的な対応策・集中対応全庁リスクの見直し 
３．その他 

   
R7. 1.10 ・［内部統制の日］内部統制通信発行・対応策実施の周知（サイボウズ掲示版） 

    2. 3 ・内部統制における最終評価の実施及び報告について（依頼）（～2/28） 

    2.10 ・［内部統制の日］内部統制通信発行・対応策実施の周知（サイボウズ掲示版） 

    2.17 ・五島市内部統制推進チーム会議［第２回］ 
協 
議 

１．リスク一覧・標準的な対応策・集中対応全庁リスクの見直し 
２．その他 

   
    2.25 ・五島市内部統制推進部会会議［第１回］ 

協 
議 

１．リスク一覧・標準的な対応策・集中対応全庁リスクの見直し 
２．その他 

   
    3. 3 ・各所属最終評価状況の確認（～3/31） 

    3. 6 ・全庁的な内部統制の評価項目に対する取組計画の実施状況等について（照
会）（～3/21） 

    3.10 ・［内部統制の日］内部統制通信発行・対応策実施の周知（サイボウズ掲示版） 

    4. 1 ・評価部局評価の実施・評価報告書案の作成（～5/23） 

確 
 
認 

▸ 定例業務に係るマニュアル整備状況（サイボウズファイル管理保存） 
▸ 情報セキュリティ自己点検状況（提出） ▸ 保存文書持出簿の状況（確認） 
▸ 契約・予算執行管理表（提出） ▸ 使用料一覧・貸付料一覧（提出） 
▸ 各種研修の開催・受講状況（提出） ▸ 必要に応じたヒアリング実施 等 

   
    5.29 ・五島市内部統制推進本部会議［第１回］ 

議 事 令和６年度五島市内部統制評価報告書の承認について 
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２．全庁的な内部統制の評価 

(1) 全庁的な内部統制の取組 

五島市内部統制に関する基本方針に基づく取組を実行に移すに当たり、各職員及び

各所属の具体的な取組のよりどころとなる全庁的な指針等に基づく「全庁的な内部統

制」の運用が求められている。 

「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成３１年３月

総務省公表。以下「ガイドライン」という。）が示す「地方公共団体の全庁的な内部統

制の評価の基本的な考え方及び評価項目（別紙１）」について、内部統制の取組の６つ

の基本的要素に関する取組状況は、次のとおり。 

 

ア 統制環境 

五島市内部統制に関する基本方針等により市長の姿勢表明を行うとともに、五島市

内部統制推進本部規程（令和４年五島市訓令第６号）及び五島市内部統制実施要領にお

いて内部統制推進体制を整備することで、内部統制の目的達成に向けた環境構築・取組

体制の管理を行っている。 
評価の基本的 

考え方 
評価項目 取組内容 

関係事務 

主管課 

1 

長は、誠実性

と倫理観に対

する姿勢を表

明している

か。 

1-1 

長は、地方公共団体が事務を適正に管理及び

執行する上で、誠実性と倫理観が重要である

ことを、自らの指示、行動及び態度で示して

いるか。 

◎市長訓話による教示（仕事初め式（1/7）・辞令交

付式（3/31）） 

◎人事異動についての市長談話（3/19 部課長会議

時）の周知 

◎職員に対する服務心得の周知啓発≪随時≫ 

・職員の懲戒処分に係る綱紀粛正通知（6 五総第

4004 号）など 

総務課 

1-2 

長は、自らが組織に求める誠実性と倫理観を

職員の行動及び意思決定の指針となる具体的

な行動基準等として定め、職員及び外部委託

先、並びに、住民等の理解を促進している

か。 

◎職員に対する服務心得の周知啓発≪随時≫ 

◎五島市役所接遇ハンドブックの周知啓発（庁内グ

ループウェアにファイルを格納し、職員が閲覧・

確認できるようにしている。） 

総務課 

1-3 

長は、行動基準等の遵守状況に係る評価プロ

セスを定め、職員等が逸脱した場合には、適

時にそれを把握し、適切に是正措置を講じて

いるか。 

◎人事評価制度（能力評価）の運用において、所属

内での評価面談により、適宜助言・指導などを行

っている。 

◎五島市職員懲戒取扱規程に基づく非違行為報告書

及び非違行為てん末書の提出による把握及び是正

措置。 

総務課 

2 

長は、内部統

制の目的を達

成するに当た

り、組織構

造、報告経路

および適切な

権限と責任を

確立している

か。 

2-1 

長は、内部統制の目的を達成するために適切

な組織構造について検討を行っているか。 

◎五島市内部統制実施要領において内部統制推進体

制を定め、令和 5 年 4 月 1 日から施行。 

◎各所属ヒアリング等をふまえた組織機構・定員見

直しを実施（12/19 事務改善委員会） 

総務課 

2-2 

長は、内部統制の目的を達成するため、職

員、部署及び各種の会議体等について、それ

ぞれの役割、責任及び権限を明確に設定し、

適時に見直しを図っているか。 

◎組織の設置、役割、責任及び権限については、

「五島市部設置条例」、「五島市組織規則」、

「五島市財務規則」及び「五島市事務決裁規程」

等の例規に設定・明示 

◎各所属提案による五島市事務決裁規程の見直しの

募集照会（6 五総第 1363 号） 

総務課 

3 

長は、内部統

制の目的を達

成するにあた

り、適切な人

事管理及び教

育研修を行っ

ているか。 

3-1 

長は、内部統制の目的を達成するために、必

要な能力を有する人材を確保及び配置し、適

切な指導や研修等により能力を引き出すこと

を支援しているか。 

◎人事異動基本方針（3/17 作成）に基づく人材配置 

◎人事評価制度（能力評価）の運用 

◎五島市新規採用職員育成指導員制度実施（R6.4 採

用は 4/10、R6.10 中途採用は 10/17 制度説明会） 

◎各種職員研修の実施［総務課］ 

◎契約事務研修の実施（3/21～4/18 動画開催（6 五

財第 2296 号））［財政課］ 

◎会計事務研修の実施（2/3～2/28 動画開催（6 五会

第 503 号））［会計課］ 

総務課 

財政課 

会計課 

3-2 

長は、職員等の内部統制に対する責任の履行

について、人事評価等により動機付けを図る

とともに、逸脱行為に対する適時かつ適切な

対応を行っているか。 

◎人事評価制度（能力評価）の運用において、所属

内での評価面談により、適宜助言・指導などを行っ

ている。 
総務課 
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イ リスクの評価と対応 

リスクの識別・評価から対応までの具体的なプロセス等を明示した「五島市内部統制

実施要領」に基づき、リスクの評価と対応について、内部統制推進に係る主管課となる

総務課への「各所属の個別リスク・対応状況シート」による報告などで、リスクを適切

に識別、分類、分析、評価し、その評価結果に基づき必要な対応をする環境を整備して

いる。 
評価の基本的 

考え方 
評価項目 取組内容 

関係事務 

主管課 

4 

組織は、内部統制

の目的に係るリス

クの評価と対応が

できるように、十

分な明確さを備え

た目標を明示し、

リスク評価と対応

のプロセスを明確

にしているか。 

4-1 

組織は、個々の業務に係るリスクを識別し、

評価と対応を行うため、業務の目的及び業務

に配分することのできる人員等の資源につい

て検討を行い、明確に示しているか。 

◎五島市内部統制実施要領に規定する各所属内

の推進体制によるリスク対応策の検討・運用

の依頼（4/1（6 五総第 1 号）） 

◎組織機構・定員見直しを実施（12/19 事務改善

委員会） 

総務課 

4-2 

組織は、リスクの評価と対応のプロセスを明

示するとともに、それに従ってリスクの評価

と対応が行われることを確保しているか。 

◎各所属が作成した個別リスク・対応状況シー

トの内容確認・修正依頼（4～5 月） 

◎各所属の中間評価・最終評価の内容確認・修

正依頼を実施（中間 10 月、最終 3 月） 

総務課 

5 

組織は、内部統制

の目的に係るリス

クについて、それ

らを識別し、分類

し、分析し、評価

するとともに、評

価結果に基づい

て、必要に応じた

対応をとっている

か。 

5-1 

組織は、各部署において、当該部署における

内部統制に係るリスクの識別を網羅的に行っ

ているか。 

◎五島市内部統制実施要領において、各所属の

個別リスクの洗い出し及び対応策の設定につ

いての作業手順を示し、全所属宛て通知によ

り網羅的なリスクの識別を実施（4/1（6 五総

第 1 号）） 

総務課 

各課 

5-2 

組織は、識別されたリスクについて、以下の

プロセスを実施しているか。 

1) リスクが過去に経験したものであるか否

か、全庁的なものであるか否かを分類する 

2) リスクを質的及び量的（発生可能性と影響

度）な重要性によって分析する 

3) リスクに対していかなる対応策をとるかの

評価を行う 

4) リスクの対応策を具体的に特定し、内部統

制を整備する 

◎五島市内部統制実施要領において、各所属の

個別リスクの洗い出し及び対応策の設定につ

いての作業手順を示し、各所属において各プ

ロセスを実施（4/1（6 五総第 1 号）） 

※ 各プロセスの検討結果は、（様式 4）各所

属の個別リスク・対応状況シートに記載 

総務課 

各課 

5-3 

組織は、リスク対応策の特定に当たって、費

用対効果を勘案し、過剰な対応策をとってい

ないか検討するとともに、事後的に、その対

応策の適切性を検討しているか。 

◎五島市内部統制実施要領で示す各所属の個別

リスクの洗い出し及び対応策の設定について

の作業手順を周知（4/1（6 五総第 1 号）） 

※ 対応策整備の考え方で「新たな手間を極

力増やさないこと」を、整備状況の評価基

準で「過大な負担に繋がっていないか」を

記載 

◎内部統制に係る整備状況の評価の実施（各所

属の自己評価（9 月・2 月）・評価部局評価

（4 月）） 

総務課 

6 

組織は、内部統制

の目的に係るリス

クの評価と対応の

プロセスにおい

て、当該組織に生

じうる不正の可能

性について検討し

ているか。 

 

6-1 

組織において、自らの地方公共団体において

過去に生じた不正及び他の団体等において問

題となった不正等が生じる可能性について検

討し、不正に対する適切な防止策を策定する

とともに、不正を適時に発見し、適切な事後

対応策をとるための体制の整備を図っている

か。 

◎財務に関する事務において想定されるリスク

一覧（様式１）を示すことで、各所属におい

て、過去の不正（他団体の事例を含む。）及

び職員の故意もリスクとなることを考慮した

洗い出しを実施（4/1（6 五総第 1 号）） 

◎法令違反等通報制度の運用 

 ・法令違反通報制度における外部窓口（弁護

士）の設置（6 五総第 250 号） 

 

総務課 
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ウ 統制活動 

「五島市内部統制実施要領」に基づき、内部統制の推進及び評価の主管課となる総務

課において、各所属における業務レベルのリスク対応策の実施状況を集約・把握すると

ともに、その整備状況・運用状況について、各所属による自己評価結果に対する二次評

価を実施することで取組状況を確認しており、組織として適切に内部統制に取り組む

体制を整備している。 
評価の基本的 

考え方 
評価項目 取組内容 

関係事務 

主管課 

7 

組織は、リスクの

評価及び対応にお

いて決定された対

応策について、各

部署における状況

に応じた具体的な

内部統制の実施と

その結果の把握を

行っているか。 

7-1 

組織は、リスクの評価と対応において決定さ

れた対応策について、各部署において、実際

に指示通りに実施されているか。 

◎全庁的に統一的な対応をする「集中対応全庁

リスク」及び各所属の「個別リスク」の整

備・運用状況の評価（各所属の自己評価（9

月・2 月）・評価部局評価（4 月））の実施 

◎毎月 10 日を内部統制の日と定め、庁内グルー

プウェアでの対応策実施の呼びかけを実施 

総務課 

7-2 

組織は、各職員の業務遂行能力及び各部署の

資源等を踏まえ、統制活動についてその水準

を含め適切に管理しているか。 

◎全庁的に統一的な対応をする「集中対応全庁

リスク」及び各所属の「個別リスク」の整

備・運用状況の評価（各所属の自己評価（9

月・2 月）・評価部局評価（4 月））の実施 

◎五島市内部統制実施要領に定める各所属内部

統制推進体制において、職責に応じた役割を

定めて運用している。 

総務課 

8 

組織は、権限と責

任の明確化、職務

の分離、適時かつ

適切な承認、業務

の結果の検討等に

ついての方針及び

手続を明示し適切

に実施している

か。 

8-1 

組織は、内部統制の目的に応じて、以下の事

項を適切に行っているか。 

1) 権限と責任の明確化 

2) 職務の分離 

3) 適時かつ適切な承認 

4) 業務の結果の検討 

◎「五島市部設置条例」、「五島市組織規

則」、「五島市財務規則」及び「五島市事務

決裁規程」等の例規に基づく適正な運用に努

めている。 

◎各所属提案による五島市事務決裁規程の見直

しの募集照会（6 五総第 1363 号） 

総務課 

財政課 

8-2 

組織は、内部統制に係るリスク対応策の実施

結果について、担当者による報告を求め、事

後的な評価及び必要に応じた是正措置を行っ

ているか。 

◎全庁的に統一的な対応をする「集中対応全庁

リスク」及び各所属の「個別リスク」の整

備・運用状況の評価（各所属の自己評価（9

月・2 月）・評価部局評価（4 月）の実施） 

総務課 

 

エ 情報と伝達 

五島市事務決裁規程に基づく文書回議時に必要なチェックを行うことで信頼ある情

報が作成されるよう運用するとともに、行政情報提供サービスの活用などにより必要

な情報の収集に努め、入手した情報については必要に応じて経営戦略会議等の庁内会

議、庁内グループウェアを活用して伝達・共有する体制を構築している。 
評価の基本的 

考え方 
評価項目 取組内容 

関係事務 

主管課 

9 

組織は、内部統制

の目的に係る信頼

性のある十分な情

報を作成している

か。 

9-1 
組織は、必要な情報について、信頼ある情報

が作成される体制を構築しているか。 

◎五島市事務決裁規程の適正な運用の確保（回議

による作成文書の精査など） 
総務課 

9-2 

組織は、必要な情報について、費用対効果を

踏まえつつ、外部からの情報を活用すること

を図っているか。 

◎附属機関の設置（R6.4.1：66 機関） 

◎法令違反通報制度の運用 

◎ｉＪＡＭＰなどの行政情報提供サービス活用、

情報収集 

総務課 

未来創造課 

9-3 

組織は、住民の情報を含む、個人情報等につ

いて、適切に管理を行っているか。 

◎個人情報の保護に関する法律、五島市個人情報

の保護に関する法律施行条例等に基づく運用 

◎リモートラーニングによるデジタル人材育成の

ための基礎研修の実施（10/2～12/26：受講修

了者 770 名） 

総務課 

未来創造課 

10 

組織は、組織内外

の情報について、

その入手、必要と

する部署への伝達

及び適切な管理の

方針と手続を定め

て実施している

か。 

10-1 

組織は、作成された情報及び外部から入手し

た情報が、それらを必要とする部署及び職員

に適時かつ適切に伝達されるような体制を構

築しているか。 

◎経営戦略会議の定期開催［政策企画課］ 

◎庁内グループウェアのファイル管理機能を用い

た全庁通知・マニュアル等の共有 

総務課 

未来創造課 

10-2 

組織は、組織内における情報提供及び組織外

からの情報提供に対して、かかる情報が適時

かつ適切に利用される体制を構築するととも

に、当該情報提供をしたことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確保するための

体制を構築しているか。 

◎法令違反通報制度の運用 

 ・法令違反通報制度における外部窓口（弁護

士）の設置（6 五総第 250 号） 

 
総務課 
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オ モニタリング 

「五島市内部統制実施要領」に基づき、各所属は、集中対応全庁リスク及び各所属の

個別リスクへの対応策を運用しており、その運用状況について、各所属長を責任者とす

る各所属内部統制推進体制で日常的モニタリングを行うほか、中間及び最終の自己評

価の実施並びに内部統制の推進及び評価の主管課となる総務課への自己評価結果の報

告を行っている。 

評価部局としての総務課は、各所属の自己評価の結果をふまえ、二次評価を行うこと

で全庁的な取組状況のモニタリングを実施している。 

各所属の自己評価の結果及び評価部局の二次評価の結果で確認された不備について

は、推進部会及び推進チームの会議で共有し対応策の見直しを行うなど具体的な取組

の改善に繋げている。 
評価の基本的 

考え方 
評価項目 取組内容 

関係事務 

主管課 

11 

組織は、内部統制

の基本的要素が存

在し、機能してい

ることを確かめる

ために、日常的モ

ニタリングおよび

独立的評価を行っ

ているか。 

11-1 

組織は、内部統制の整備及び運用に関して、

組織の状況に応じたバランスの考慮の下で、

日常的モニタリングおよび独立的評価を実施

するとともに、それに基づく内部統制の是正

及び改善等を実施しているか。 

◎全庁的に統一的な対応をする「集中対応全庁リ

スク」及び各所属の「個別リスク」の整備・運

用状況の評価（各所属の自己評価（9 月・2

月）・評価部局評価（4 月）の実施） 

◎評価結果等を受けた対応策見直しの実施（推進

チーム会議 2 回・推進部会会議１回を開催） 

総務課 

11-2 

モニタリング又は監査委員等の指摘により発

見された内部統制の不備について、適時に是

正及び改善の責任を負う職員へ伝達され、そ

の対応状況が把握され、モニタリング部署又

は監査委員等に結果が報告されているか。 

 

◎監査指摘事項等に対する講じた措置の提出（随

時） 

◎会計課顛末書の提出状況の共有（庁内グループ

ウェア内の掲示板：毎月 10 日） 
総務課 

 

カ ＩＣＴへの対応 

五島市情報セキュリティ基本方針及び五島市セキュリティ対策基準に基づく適切な

権限、情報等の管理を前提として、各所属において、必要な業務システム等のＩＣＴ環

境の整備を実施している。 

基本方針等に基づく適切な運用の確保については、全職員を対象とする情報セキュ

リティ自己点検などを行っている。 
評価の基本的 

考え方 
評価項目 取組内容 

関係事務 

主管課 

12 

組織は、内部統制

の目的に係る ICT

環境への対応を検

討するとともに、

ICT を利用してい

る場合には、ICT

の利用の適切性を

検討するととも

に、ICT の統制を

行っているか。 

12-1 

組織は、組織を取り巻く ICT 環境に関して、

いかなる対応を図るかについての方針及び手

続を定めているか。 

 

◎ＩＣＴを適切に利用するための方針及び手続き

として五島市情報セキュリティ基本方針及び五

島市情報セキュリティ対策基準を定めている。 
未来創造課 

12-2 

内部統制の目的のために、当該組織における

必要かつ十分な ICT の程度を検討した上で、

適切な利用を図っているか。 

◎五島市情報セキュリティ基本方針及び五島市情

報セキュリティ対策基準に基づく適切な運用を

実施 

◎情報セキュリティ自己点検を実施（3/12 結果通

知（6 五未創第 2432 号） 

未来創造課 

12-3 

組織は、ICT の全般統制として、システムの

保守及び運用の管理、システムへのアクセス

管理並びにシステムに関する外部業者との契

約管理を行っているか。 

◎五島市情報セキュリティ基本方針及び五島市情

報セキュリティ対策基準に基づいてアクセス制

御・不正アクセス対策、適切な外部業者との契

約を実施 

未来創造課 

12-4 

組織は、ICT の業務処理統制として、入力さ

れる情報の網羅性や正確性を確保する統制、

エラーが生じた場合の修正等の統制、マスタ

ー・データの保持管理等に関する体制を構築

しているか。 

 

◎五島市情報セキュリティ基本方針及び五島市情

報セキュリティ対策基準に基づいて重要性分類

に応じた情報資産の管理を実施 
未来創造課 

- 12 -



(2) 全庁的な内部統制の評価 

全庁的な内部統制の有効性の評価について、ガイドラインに基づき、評価基準日（令

和７年３月３１日）における整備上の重大な不備の有無及び評価対象期間（令和６年４

月１日から令和７年３月３１日まで）における運用上の重大な不備の有無によって判

断した結果、整備上及び運用上の重大な不備は確認されず、全庁的な内部統制は、評価

基準日において有効に整備し、評価対象期間において有効に運用していると判断する。 
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３．業務レベルの内部統制に関する評価 

(1) 業務レベルの内部統制の取組 

ア 集中的に対応策を実施すべき全庁リスク（集中対応全庁リスク）への対応 

推進部会及び推進チームにおいて洗い出しを行った財務に関する事務の全庁リス

クのうち、特に集中的に対応策を実施すべきものとして選定した１１項目への対応

を、「集中的に対応策を実施すべき全庁リスク・対応状況シート（様式３）」（22～23

ページ掲載）により、全２６所属で実施した。 

イ 各所属の個別リスクへの対応 

各所属において、個別リスクとして洗い出しを行った上記アで対応策を実施する

リスク以外のリスクへの対応を、「各所属の個別リスク・対応状況シート（様式４）」

（24ページ掲載）により実施した。 

令和６年度は、全２６所属で合計５４項目の対応策に取り組んだ。 
 

(2) 業務レベルの内部統制の評価 

業務レベルの内部統制の有効性の評価は、集中対応全庁リスク及び各所属の個別リ

スクへの対応で把握した不備に加え、監査委員監査結果等で把握された不備を組み合

わせて実施した。 

ガイドラインに基づき、評価基準日（令和７年３月３１日）における整備上の重大な

不備の有無及び評価対象期間（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）におけ

る運用上の重大な不備の有無によって判断した結果、支出負担行為伝票及び調定伝票

の起票遅延、支払遅延などが確認されたが、重大な不備は確認されなかったことから、

内部統制は、評価基準日において概ね有効に整備され、評価対象期間において概ね有効

に運用されていると判断する。 
 

ア 集中対応全庁リスクに係る取組の中で把握した不備の状況 

最終評価基準日（令和７年３月３１日）までの評価の結果、不備なく適正に整備・

運用している所属は、全２６所属のうち５所属であった。 

整備上の不備（対応策の未実施など）（※１）は、各所属の自己評価で１所属（１件）

から報告された。 

なお、各所属の自己評価で把握した整備上の不備（１件）については、令和７年度

においては改善されている。 

運用上の不備（不適切な事項）（※２）が発生した所属は２１所属（４４件）であった。 

確認された整備上の不備（１件）及び運用上の不備（４４件）について、重大な不

備の要件に該当するものはなかった。 

把握した不備は、支出負担行為伝票及び調定伝票の起票遅延、支払遅延、誤支払な

どが主なものであった。 
（※１）整備上の不備とは、内部統制（＝対応策）が存在しない、規定されている方針及び手続では内部統制の目的を十分に

果たせない、規定されている方針及び手続が適正に適用されていない状況であり、結果として不適切な事項は生じていな

いものの不適切な事項を生じさせる蓋然性が高いことをいう。 

（※２）運用上の不備とは、リスク対応策の整備段階で意図した効果が得られておらず、結果として不適切な事項が発生した 

事実をいう。 
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○ 所属別の不備の状況（集中対応全庁リスク） 

（単位：所属） 

 所属数 
（参考） 

行政委員会等 

実施所属数 26 7 

不備無し 5 2 

不備有り 21 5 

 整備上の不備 1 0 

  うち重大な不備 0 0 

 運用上の不備 21 5 

  うち重大な不備 0 0 

※ 整備上の不備及び運用上の不備がどちらも確認された所属が 1所属あるため、

不備有りの所属数と内訳の合計数が一致していない。 
 

○ 項目別の不備の状況（集中対応全庁リスク） 
（単位：件） 

No 目的 分類 集中対応全庁リスク 
整備上の不備 運用上の不備 

 うち重大

な不備 
 うち重大

な不備 

1 業務の効率的

かつ効果的な

遂行 

1プロセス 1不十分な引継ぎ 0  0  0  0  

2 業務に関わる

法令等の遵守 

2書類・情報

の管理 

2書類等の紛失 0  0  0  0  

 3個人情報の漏えい・紛失 0  0  0  0  

3 財務報告等の

信頼性の確保 

1予算執行 4支出負担行為の起票漏れ 0  0  14  0  

 2収入事務 5使用料の算定誤り 0  0  3  0  

 6督促手続きの未執行 0  0  0  0  

  7調定伝票の起票漏れ 1※ 0  9  0  

  3契約事務 8不適切な随意契約の適用 0  0  0  0  

  5支出事務 9支払遅延 0  0  12  0  

   10誤支払 0  0  6  0  

4 資産の保全 1準公金管理 11準公金の管理不備 0  0  0  0  

合   計 1  0  44  0  

※ 整備上の不備のうち、各所属の自己評価で把握した整備上の不備（調定伝票の起票

漏れ 1件）については、令和７年度においては改善されている。 
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（参考）行政委員会等の項目別の不備の状況（集中対応全庁リスク） 

（単位：件） 

No 目的 分類 集中対応全庁リスク 
整備上の不備 運用上の不備 

 うち重大

な不備 
 うち重大

な不備 

1 業務の効率的

かつ効果的な

遂行 

1プロセス 1不十分な引継ぎ 0  0  0  0  

2 業務に関わる

法令等の遵守 

2書類・情報

の管理 

2書類等の紛失 0  0  0  0  

 3個人情報の漏えい・紛失 0  0  0  0  

3 財務報告等の

信頼性の確保 

1予算執行 4支出負担行為の起票漏れ 0  0  6  0  

 2収入事務 5使用料の算定誤り 0  0  0  0  

 6督促手続きの未執行 0  0  0  0  

  7調定伝票の起票漏れ 0  0  0  0  

  3契約事務 8不適切な随意契約の適用 0  0  0  0  

  5支出事務 9支払遅延 0  0  5  0  

   10誤支払 0  0  6  0  

4 資産の保全 1準公金管理 11準公金の管理不備 0  0  0  0  

合   計 0  0  17  0  

 

 

イ 各所属個別リスクに係る取組の中で把握した不備の状況 

最終評価基準日（令和７年３月３１日）までの評価の結果、不備なく適正に整備・

運用している所属は、全２６所属のうち２４所属であった。 

運用上の不備が発生した所属は２所属（１件）であった。 

（※うち１所属は、集中対応全庁リスク及び個別リスクの双方に不備計上のため、

件数は集中対応全庁リスクの不備で集計（２件）） 

確認された運用上の不備（１件）について、重大な不備の要件に該当するものはな

かった。 

把握した不備は、普通財産貸付に係る電気料金の算出誤りであった。 
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○ 所属別の不備の状況（各所属個別リスク） 

（単位：所属） 

 所属数 
（参考） 

行政委員会等 

実施所属数 26 7 

不備無し 24 7 

不備有り 2 0 

 整備上の不備 0 0 

  うち重大な不備 0 0 

 運用上の不備 2 0 

  うち重大な不備 0 0 

 

○ 項目別の不備の状況（各所属個別リスク） 

（単位：件） 

No 目的 分類 
対応策 

設定数 

整備上の不備 運用上の不備 

 うち重大な

不備 
 うち重大な

不備 

1 業務の効率

的かつ効果

的な遂行 

1プロセス 5  0  0  0  0  

 2 ICT管理 1  0  0  0  0  

 3その他 1  0  0  0  0  

2 業務に関わ

る法令等の

遵守 

1事件 4  0  0  0  0  

 2書類・情報の管理 9  0  0  0  0  

 3服務違反 1  0  0  0  0  

 4事務決裁 1  0  0  0  0  

 5その他 3  0  0  0  0  

3 財務報告等

の信頼性の

確保 

1予算執行 0  0  0  0  0  

 2収入事務 9  0  0  0  0  

 3契約事務 4  0  0  0  0  

 4補助金関係 3  0  0  0  0  

 5支出事務 4  0  0  0  0  

 6その他 0  0  0  0  0  

4 資産の保全 1準公金管理 1  0  0  0  0  

  2備品管理 2  0  0  0  0  

  3切手等管理 0  0  0  0  0  

  4財産管理 6  0  0  1  0  

  5その他 0  0  0  0  0  

合   計 54  0  0  1  0  
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（参考）行政委員会等の項目別の不備の状況（各所属個別リスク） 

（単位：件） 

No 目的 分類 
対応策 

設定数 

整備上の不備 運用上の不備 

 うち重大な

不備 
 うち重大な

不備 

1 業務の効率

的かつ効果

的な遂行 

1プロセス 1  0  0  0  0  

 2 ICT管理 0  0  0  0  0  

 3その他 0  0  0  0  0  

2 業務に関わ

る法令等の

遵守 

1事件 1  0  0  0  0  

 2書類・情報の管理 1  0  0  0  0  

 3服務違反 0  0  0  0  0  

 4事務決裁 0  0  0  0  0  

 5その他 0  0  0  0  0  

3 財務報告等

の信頼性の

確保 

1予算執行 0  0  0  0  0  

 2収入事務 1  0  0  0  0  

 3契約事務 0  0  0  0  0  

 4補助金関係 0  0  0  0  0  

 5支出事務 4  0  0  0  0  

 6その他 1  0  0  0  0  

4 資産の保全 1準公金管理 0  0  0  0  0  

  2備品管理 0  0  0  0  0  

  3切手等管理 0  0  0  0  0  

  4財産管理 0  0  0  0  0  

  5その他 0  0  0  0  0  

合   計 9  0  0  0  0  

 

ウ その他の不備の状況 

「集中的に対応策を実施すべき全庁リスク・対応状況シート（様式３）」及び「各

所属の個別リスク・対応状況シート（様式４）」に対応策の記載されていないリスク

に係る業務レベルの内部統制に係る運用上の不備として、監査委員監査、財務伝票処

理に係る会計課への顛末書等において、次の不備が確認された。 

確認された運用上の不備について、重大な不備の要件に該当するものはなかった。 

なお、これらの対応策の設定がないリスクに対する運用上の不備が確認されたも

のについては、内部統制の推進部局において「財務に関する事務において想定される

リスク一覧（様式１）」に追加して参考提示し、必要に応じて、令和７年度以降のリ

スク対応策の見直しに繋げることとしている。 
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〇 その他の不備の状況 

No 目的 分類 リスク・不備の内容 

2 業務に関わ

る法令等の

遵守 

4事務

決裁 

4その他事務決裁関係 

  支出負担行為決議における専決者の誤り 

   電気使用料等算定の決裁手続の漏れ 

3 財務報告等

の信頼性の

確保 

2収入

事務 

8その他収入事務関係 

  漁港施設目的外使用許可に係る現地確認の未実施等、水産施

設利用許可申請書等への文書番号の未記載、行政財産使用料

（年額）に係る理由のない分納 

  市の所有ではない財産の確認不足による占用許可、貸付け。

占用料、貸付料の返納。 

   窓口収納金の市金庫への払込額誤り・不適正な釣銭管理 

3契約

事務 

1設計書・仕様書の不備 

  業務委託等設計書・仕様書の不備 

2予定価格調書の不備 

  業務委託予定価格調書の未開封 

3契約書・仕様書の不備 

  契約書に貼付された収入印紙額の不足 

7その他契約事務関係 

   プロポーザル方式による随意契約に係る見積書の徴取漏れ 

   業務拡大時の契約における既存受託者との特命随契 

   見積書等の押印漏れ、業務完了報告書の提出遅延及び受付・

供覧漏れ 

   指定管理者への必要な指示の未実施、指定管理料の精算手続

時の不十分な確認、貸与物品一覧の未整備 

4補助

金関係 

2過剰な繰越金 

  運営費補助金における多額の繰越金の発生 

10不適切な文書管理 

  補助金申請書等の複数文書の一括収受 

11その他補助金関係 

  補助金実績報告後の計画変更承認及び交付決定 

5支出

事務 

4その他支出事務関係 

  旅費、諸会議出席負担金及び補助金等の精算命令伝票起票

の遅れ 

 

（参考） 行政委員会等のその他の不備の状況 

No 目的 分類 リスク・不備の内容 

3 財務報告等

の信頼性の

確保 

3契約

事務 

3契約書・仕様書の不備 

  薬品購入に係る文書によらない意思決定（納入期限変更）

及び変更請書の未徴取 

5支出

事務 

4その他支出事務関係 

   旅費及び議員報酬の精算命令伝票起票の遅れ 
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４．令和６年度の取組をふまえた課題と今後の取組 

令和５年度から地方自治法の規定に基づく内部統制制度を導入し、市長をはじめとす

る内部統制の推進部局の先導のもと、全庁的な指針となる五島市内部統制に関する基本

方針及び五島市内部統制実施要領に基づき、財務に関する事務について、リスクの洗い

出し、対応策の設定・運用、有効性の評価、改善策の検討というＰＤＣＡサイクルを回

しながら、リスクに対する対応策の改善を繰り返していく取組を開始した。 

令和６年度においては、引き続き、内部統制の推進部局による各種研修の開催、毎月

１０日の庁内グループウェアでの対応策実施の周知徹底などの取組を実施する中で、支

出負担行為伝票の起票漏れ、支払遅延などが確認されたが、重大な不備に該当する事案

はなかった。 

ただし、令和６年４月から公会計システムにおいて電子決裁が導入され、事務の効率

化及びペーパーレス化が図られた一方で、旅費等の精算命令伝票の起票遅延が前年度よ

り多く生じているほか、前年度と比較し、不備のあった所属が増加し、また、会計課へ

の顛末書の提出件数が増加する結果となった。 

各所属の取組状況については、設定した対応策を確実に実施していれば防げたはずの

不備が多く見られることから、所属長以下、職員一人一人が内部統制の取組の重要性を

認識し、それぞれの立場で誠実かつ主体的に内部統制の取組を実施する必要がある。 

内部統制制度の趣旨、対応策の実施内容などの周知徹底を継続するとともに、令和６

年度の取組で把握した不備に係る対応策の見直し、追加整備の検討などを継続して実施

していくことで、更なるリスクの縮減・低減を図り、内部統制の実施目的の達成を目指

していく。 
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 参考様式（記載例）  
 

様式３ 集中的に対応策を実施すべき全庁リスク・対応状況シート 

様式４ 各所属の個別リスク・対応状況シート 

- 21 -



集中的に対応策を実施すべき全庁リスク・対応状況シート

No.
区分

No.
リスクの具体的内容

（リスク発生判断の基準）

該当

有無
リスク発生の主な要因・背景 リスク対応策

整備

状況

運用

状況
評価結果 不備の概要 発生原因 改善事項 評価結果

整備

状況
理由

運用

状況
理由

中間

②
× ○

不備有り

（重大なも

の以外）

一部業務において、定例業

務のマニュアル化、共有

フォルダの一括管理ができ

ていない。【R6：1件】

対応策の確認を怠ってい

た。

定例的に行う業務につい

て、急な職員の不在時にも

対応できるよう早急にマ

ニュアルを整備する。

最終

③
○ ○ 不備無し

中間評価で確認された整備

上の不備については、10月

に改善事項を実施済み

中間

②
－ ×

不備有り

（重大なも

の以外）

文書持出簿に返却時の記載

がされていない文書が、所

在不明となった。【R6：1

件】

・書庫からの持出し文書の

未返却

・毎月１０日の文書持出簿

確認の未実施

文書の即時返却及び毎月10

日の文書持出簿の確認を徹

底する。

最終

③
－ ×

不備有り

（重大なも

の以外）

上記のとおり（その他の不

備事案の発生無し）

上記のとおり（その他の不

備事案の発生無し）

上記のとおり（その他の不

備事案の発生無し）

中間

②
○ ○ 不備無し

最終

③
○ ○ 不備無し

中間

②
－ ×

不備有り

（重大なも

の以外）

●●業務委託契約の支出負

担行為決議書の起票が遅れ

た。【R6:1件】

付箋の貼付け処理及び契

約・予算執行管理表への入

力を実施しなかった。

対応策の実施徹底につい

て、所属内で周知した。

最終

③
－ ×

不備有り

（重大なも

の以外）

▲▲業務委託契約ほか2件の

支出負担行為決議書の起票

が遅れた。【R6:3件】

付箋の貼付け処理及び契

約・予算執行管理表への入

力を実施しなかった。

所属内の定例係⾧会議にお

いて、応策の実施状況を確

認することをルール化す

る。

中間

②
○ ○ 不備無し

最終

③
○ ○ 不備無し

2232

○不備無し

・病休など突発的な引継ぎ対応に際し、準備ができ

ておらず、引継ぎ漏れが生じる。

・前任者からの引継書を漫然と後任者に渡すことの

みで引継ぎを済ませ、新たに生じた懸案事項などが

引き継がれない。

【共通リスクNo,1】

●不十分な事務引継ぎによる事務処

理の漏れ

1111

自己評価のとおり

×

ー

－

不備有り

（重大なも

の以外）

◎所属⾧は、総務課が配信する文書管理研修動画による研修を所属職員全員に

受講させることで、公文書の保存・利用のルールの運用を徹底する。

◎所属⾧は、新規採用職員について、総務課が新規採用職員オリエンテーショ

ンの中で行う文書管理研修を受講させるとともに、文書管理指導職員を指名す

る。

◎所属⾧は、文書管理規則第50条(所管課⾧の許可)について、随時周知徹底す

る。

◎文書持ち出し簿を書庫の鍵と併せて総務課へ設置（支所書庫の文書持出し簿

は、書庫の鍵と併せて各支所へ設置）し、持出し時及び返還時の記入を徹底す

る。

◎所属⾧は、毎月10日に返還記録のない文書について、取扱者に確認する。

・公文書の保存・利用のルールが理解されていな

い。

・文書保存箱の書庫への移し替え、文書保存箱の廃

棄、フォルダの保存期間の延⾧などを担当者がエク

セル処理で作業する中で、処理間違い・処理漏れが

発生する。

【共通リスクNo,5】

●公文書の紛失（誤廃棄を含む。）

様式３

所 属 名 ●●課

リスク対応策設定時① 自己評価 評価部局

自己評価のとおり

○

自己評価のとおり

◎定例的な業務は通常よりマニュアル化し、適宜修正を行い最新の情報に整備

しておく。（作成したマニュアルデータを庶務担当係でとりまとめのうえ、共

有フォルダで一括管理する）

◎人事異動や休暇時に作成する引継書は、懸案事項や未完了の事務等を重点的

に作成する。

※短期間で事務引継ぎ書を作成するため、情報量が多くなれば漏れが発生する

のリスクが高まる。定例的な業務は日常からマニュアル化しておくことで、情

報量を操作し、リスクを軽減する。

◎翌年度にプロポーザルによる事業実施を予定し予算を確保した場合、公募ス

ケジュール、仕様書等を当該年度中に整理しておき、人事異動があった場合も

速やかに契約手続ができるよう引継を行う。

4 311
【共通リスクNo,10】

●支出負担行為決議書の起票漏れ

・契約締結時、（補助金等の）交付決定時など、支

出負担行為の整理時期が理解されていない。

・契約締結決裁起案文書の決裁を受けた際に、支出

負担行為の起票を失念してしまった場合、支出時期

など次の財務処理のタイミングまで気づく機会が少

ない。

3 227

【共通リスクNo,8】

●一斉メールを送信する際に

「BCC」ではなく誤って「CC」を活

用して送付する。

●送信先を誤り個人情報が漏洩す

る。

・メールソフトの「CC」「BCC」といった機能が

理解されていない。

・メールソフトのアドレス帳を利用した送信先の設

定時に、誤って対象者の前後の者を設定し送信して

しまう。

◎紙決裁の場合は、契約締結等の決裁起案文書に「負担行為起票要」と記入し

た付箋を貼付して回議する。決裁完了後、支出負担行為を起票した上で、「負

担行為起票済み」と決裁起案文書に記入し付箋をはがす。（ルール化）

◎電子決裁の場合は、契約締結等の決裁完了後に出力した決裁起案文書に「負

担行為起票要」と記入した付箋を貼付して、支出負担行為を起票した上で、

「負担行為起票済み」と決裁起案文書に記入し付箋をはがす。（ルール化）

※決裁起案文書の作成者と支出負担行為の起票担当者が違う場合は、決裁起案

文書の作成者が公会計システムで支出負担行為伝票が起票されたことを確認し

た上で、「負担行為起票済み」と決裁起案文書に記入し付箋をはがす。

◎所属⾧及び庶務担当係⾧は、毎月１０日に、契約・予算執行管理表で支出負

担行為の起票がされていることを確認する。

不備有り

（重大なも

の以外）

－

ー

×

自己評価のとおり

不備無し ○

自己評価のとおり

○

自己評価のとおり

◎官公庁以外に一斉メールを送信する際は、必ず複数名での確認を行い送信す

ることをルールとする。

◎所属⾧は、未来創造課が配信するメール送信時の注意事項に関する動画研修

を所属職員全員に受講させルールを徹底する。

5 321

【共通リスクNo,11】

●使用料の算定誤り（還付・追加請

求の発生）

・条例等の内容の理解が不十分で、使用料の算定誤

りが生じていた。

・調定伝票の作成時に、算定根拠が示されておら

ず、複数人によるチェックがされていなかった。

不備無し ○

自己評価のとおり

○

自己評価のとおり

◎利用許可書の作成後に、必ず再チェックを行った上で収納する。

◎調定伝票の作成時には、算定根拠を必ず添付し、複数人によるチェックを行

う。

◎行政財産の目的外使用、公有財産の貸付契約等を新たに行う場合は、財政課

のチェックを受ける。

※ 五島市内部統制実施要領の「評価基準等」を参照のうえ判断すること。

【評価指標】整備状況「○：概ね適正に整備ができている」「×：適正に整備ができていない」「－：該当有無爛が「無」の場合又は運用状況の評価が「×」の場合」

運用状況「○：概ね適正な運用ができている」「×：適正に運用ができていない」「－：該当有無爛が「無」の場合」

記載例

最終評価で改善されている
◎中間評価時点で整備状況に不備があり、最終評価時点で
改善された場合
→最終評価は「○」として、「不備の概要」欄に改善事項
の実施状況を記載する。

◎中間評価時点で運用上の不備が確認された場合
→最終評価時点の評価も「×」とする。

◎中間評価以降、新たな不備が発生しなかった場合
→「不備の概要」「発生原因」「改善事項」爛に「上記のとおり（その他の
不備事案の発生無し）」と記載する。

◎中間評価時点以降に運用上の新たな不備が発生した場合
→新たな不備の概要を記載するとともに、セルを黄色で着色する。

◎各事案の末尾には、不備の発生年度及び発生件数
を記載する。【R●：▲件】
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No.
区分

No.
リスクの具体的内容

（リスク発生判断の基準）

該当

有無
リスク発生の主な要因・背景 リスク対応策

整備

状況

運用

状況
評価結果 不備の概要 発生原因 改善事項 評価結果

整備

状況
理由

運用

状況
理由

中間

②
○ ○ 不備無し

最終

③
○ ○ 不備無し

中間

②
○ ○ 不備無し

最終

③
○ ○ 不備無し

中間

②
○ ○ 不備無し

最終

③
○ ○ 不備無し

中間

②
○ ○ 不備無し

最終

③
－ ×

不備有り

（重大なも

の以外）

臨時的な消耗品の購入につ

いて、請求書の受領が遅

れ、支払遅延が発生した。

【R6：2件】

発注・支払の状況を適切に

管理していなかった。

臨時的な支払についても契

約・予算執行管理表に記載

し、請求がない場合は催促

を行うことをルール化す

る。

中間

②
○ ○ 不備無し

最終

③
○ ○ 不備無し

中間

②
－ － 不備無し

最終

③
－ － 不備無し

6 324

【共通リスクNo,13】

●督促すべき時期に督促手続を執行

していない

・債権管理について、統一した事務取扱い基準が定

められておらず、職員の認識や取扱いに相違が生じ

ていた。

・地方自治法及び地方自治法施行令、民法など債権

管理・回収に関する法令等が理解されていない。

◎行政財産（目的外）及び普通財産の使用料一覧及び貸付料一覧を作成し、納

期限及び納入日の管理を行う。

◎納期限を過ぎた債権については、『五島市債権管理事務取扱マニュアル』に

沿って債権管理台帳を作成し、督促手続きを行う（※納期限後２０日以内に督

促状を発送）。

◎期限経過後の納入について、速やかに延滞金又は遅延損害金の納入通知を送

付する。

◎所属⾧は、必要な職員に債権管理に関する研修（⾧崎県市町職員研修セン

ター「債権管理研修」など）を適切に受講させ、債権管理・回収に関する法

令・実務知識などの理解の徹底を図る。

不備無し ○

自己評価のとおり

○

自己評価のとおり

8 335

【共通リスクNo,17】

●不適切な随意契約の適用により監

査委員からの指摘を受ける

・随意契約の適用条項を正しく理解せず拡大解釈し

て適用してしまう。

・随意契約の締結については、多くの監査委員の指

摘がなされている中、指摘を受けた事案を参考事例

として事務処理を行ってしまうことで、不適切な事

務処理を繰り返してしまう。

7 326

【共通リスクNo,14】

●調定伝票を起票すべき時期に起票

をしていない

・補助金・交付金の交付決定通知を、押印廃止によ

る電子メール通知で受信したが、後日紙ベースの公

印付きの通知書が届くものと考えて処理をしなかっ

た。

・交付決定通知書を受付・供覧した際に、調定伝票

の起票を失念してしまった場合、歳入受入時など次

の財務処理のタイミングまで気づく機会が少ない。

・繰越明許費に係る調定伝票処理については、定例

的に生じる事務処理ではないため、その手続が理解

されていない。

◎決裁権者（係⾧・補佐・課⾧）が、随意契約ガイドライン及び随意契約

チェックシートにより、随意契約の根拠条項と理由が適切かを必ず確認する。

◎所属⾧は、必要な職員に随意契約その他の契約事務に関する研修を適切に受

講させることで、適正な契約事務の執行を確保する。（財政課で研修動画を作

成・周知）

不備無し ○

自己評価のとおり

○

自己評価のとおり

不備有り

（重大なも

の以外）

－

ー

×

××交付金の交付額確定通

知に係る更正処理の遅れ事

案あり
◎紙供覧の場合は、補助金等交付決定通知書の供覧時に、調定伝票を併せて起

票し、起票した伝票番号を文書の余白に記載する。（ルール化）

◎決定通知がメール送信される場合・財政課からの繰越明許費の配当通知があ

る場合など、電子供覧の場合は、回議ルートに調定伝票の起票担当者を承認

者、供覧担当者自身を閲覧者として設定する。起票担当者（承認者）は、調定

伝票を起票した上で、コメント欄のタイトルに「調定伝票起票済み」、内容に

「起票した伝票番号」を登録した上で承認ボタンを押す。（ルール化）

※決裁権者は、コメント欄で調定伝票が起票されたことを必ず確認し、決裁ボ

タンを押す。

10 352
【共通リスクNo,20】

●誤支払の発生

・担当者が、債権者を誤って支出伝票を起票し、決

裁権者の確認不足により、誤支払いが発生してしま

う。

9 351
【共通リスクNo,19】

●支払遅延の発生

・請求書の処理漏れ、または請求書の催告を怠った

ことにより支払いの遅延が発生する。（金額は少

額）

・特別職の日額報酬の支払い遅延が発生する。

・日額又は時間額のパートタイム会計年度任用職員

の報酬の支払い遅延が発生する。

◎決裁権者（係⾧・補佐・課⾧）は、会計伝票チェックシート（サイボウズ

ファイル管理 >各課共通>全庁通知及びマニュアル等>マニュアル等>財務関係

に掲載）（財務規則第53条の項目）により伝票をチェックする。

不備無し ○

自己評価のとおり

○

自己評価のとおり

不備有り

（重大なも

の以外）

－

ー

×

自己評価のとおり

◎請求書を受領後、直ちに起票することを原則とする。やむをえず即日起票が

できない場合も、支払い期限が設けられた請求については、遺漏の無いよう処

理期限をサイボウズにスケジュール登録するなど注意を払う。

◎やむをえず即日起票ができない場合は、班(係)内の請求書の一括管理ファイル

を設け保管することとし、個人での保管を禁止する。

◎毎日、係⾧がファイルの状況をチェックする。

◎定例的な支払は契約・予算執行管理表を作成し、毎月１０日に庶務担当係⾧

が確認のうえ、請求がない場合は催促し支払を行う。

◎船車借上簿及び食糧費支出伺簿について、毎月１０日に庶務担当係⾧が確認

のうえ、請求がない場合は催促し支払を行う。

◎日額又は時間額の報酬については、月締め後、直ちに起票することを原則と

する。やむをえず即日起票ができない場合も、支給日に間に合うよう処理期限

をサイボウズにスケジュール登録するなど注意を払う。

不備無し －

ー

－

ー

11 411

【共通リスクNo,21】

●準公金の管理不備による預金残額

と帳簿との不一致

・準公金の定期的な確認作業が行われていなかった

ため、通帳残額と帳簿が不一致となってしまう。

◎経理責任者は、五島市準公金取扱事務処理規程及び団体において定められた

経理に関する規程等の内容を把握し、預金通帳・銀行届出印の管理が適切にさ

れているか、毎月１０日に確認する。

◎経理責任者及び担当係⾧は、毎月１０日に、通帳残高と出納簿等を確認す

る。

【注意事項】※入力時点 ①：リスク対応策作成時点 ②：中間評価時点 ③：最終評価時点

○上記項目は、過去の監査指摘状況等、会計課への顛末書の状況等を勘案した結果、特に集中的に対応策を実施すべきリスクとして推進部会で設定したリスクであり、全所属で統一的な対応策を実施することでリスクの発生を強力に抑制するものである。

○該当有無爛：想定されるリスクが、所属内の事務執行上では発生の余地がない場合又は極めて低い場合に限り「無」を選択し、それ以外の場合は「有」とすること。該当有無爛が「無」の場合、中間評価・最終評価時の運用爛は、「－」を選択すること。

○各所属は対応策の適正な運用を行うとともに、事務執行に疑義が生じた場合は、当該事務主管課に必ず確認すること。

〇各所属の自己評価時の改善策について、全庁的に対応を展開すべきものについては、推進部会で検討のうえリスク対応策に追加し、全所属⾧に統一した対応を求めることとする。

◎該当事務の取扱いが無い場合（「該当有無」爛が「無」の場合）
→「整備状況」「運用状況」爛は「-」、「評価結果」爛は「不備無し」とする。

- 23 -



各所属の個別リスク・対応状況シート

①リスク識別・評価作業（各所属）

 過去経験

1 223 無 2 2

②リスクの要因分析と対応策の整備作業（各所属） ③-1 自己評価作業・中間評価（各所属）

③-2 自己評価作業・最終評価（各所属） ④ 評価作業（内部統制評価部局）

不備の概要 発生原因 改善事項

○ 不備無し○ 不備無し

整備

状況

整備

状況

運用

状況
評価結果 不備の概要 発生原因 改善事項

運用

状況
評価結果

No. 区

分

No.

様式４

○ 不備無し

過去の監査指摘等

リスクの

具体的内容
 影響度（質的重要性）（大3・中2・小1）

理由
目的 分類 リスク

全庁・

個別

 発生可能性（量的重要性）（高3・中2・低1）

理由

評価

点数

リスク評価

_2業務に

関わる法

令等の遵

守

_2書類・

情報の管

理

3 書類の紛

失
個別

保存期間満了による保

存文書廃棄時に、誤っ

て保存期間満了前の公

文書を廃棄する。

発生リスクの識別区分

評価結果 不備の概要 発生原因 改善事項
リスク対応策の整備

対応者

●公文書の紛失 財務に関する公文書（契約関係書類、支払い

証拠書類など）は内容が多様で場合によって

は対外的な影響も考えられるが、すでに処理

が完了したものであり、影響の範囲が限定的

であることから、影響度は「中」とする。

文書廃棄時に誤って廃棄するリスクがある

が、対策を徹底すればリスク発生を抑えられ

ることから、発生可能性は「中」とする。
4

リスク発生の主な要因・背景
リスク対応策

評価者 ●●課⾧ ●●●●

整備

状況

運用

状況

・保存期間満了による保存文書廃棄時に、廃棄す

べき保存箱の近くにあった保存期間満了前の保存

箱を誤って廃棄する。

◎文書廃棄の保存箱搬出作業に先立ち、事

前に廃棄すべき保存箱が分かりやすいよう

赤マジックで大きく丸印を書いておく。

（廃棄文書リストの読上げと箱への記入を

２名体制で実施）

※学校、支所等の廃棄文書等の事前持込時

も同様の赤丸印の記入を指導する。

○

評価者 ●●課⾧ ●●●●

文書管理

担当

副担当

○

評価者 総務課⾧ □□□□

○

所属名 ●●課●●班
問合せ先

（担当者名）
●●●● 内線 999

記載例

目的・分類・リスクの項目番号をつなげた番号を入力する。
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